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【研究の背景・目的】 

近年、世代間で利害が対立する問題（年金・医
療・雇用・子育て・教育・技術革新・赤字財政・
地球温暖化など）が続出している。人口高齢化が
進んだり人口が減少したりすると、世代間対立は
ますます先鋭化するおそれが大きい。世界の各国
は場当たり的ともいえる対応に追われており、強
大な政治力を有する高齢者に過大な所得再分配が
行われ、それによってもたらされる資源配分上の
悪影響を心配する声も多い。さらに世代間問題は、
それぞれが重層化している側面も少なくない。た
だ、世代間問題をめぐる研究の進展状況は今のと
ころ十分でない。問題の設定そのものが比較的新
しい一方、関連するデータがほとんど蓄積されて
いないからである。 

 本研究では、経済理論を駆使して世代間問題の
本質をえぐりだす一方、「暮らしと健康に関する第
3 回パネル調査」（JSTAR）および青壮年層を対象
とする新たな「雇用と子育てに関するパネル調査」
(Longitudinal Survey on Employment and 
Fertility) をはじめとする調査を複数実施し、世
代間問題の内実を的確に把握する。そして世代間
対立を世代間協調に転換するための政策を具体的
に提言することを目的とする。 

 

【研究の方法】 
 個別課題ごとに研究班を編成し、理論的研究と

実態調査に取り組む。さらに、連携研究会を定期

的に開催し、メンバー相互の連携を深めながら、

研究を推進する。 

 

【期待される成果と意義】 
・ 将来世代の可塑性に着目した地球温暖化・代理

懐胎問題の解明 

・ 最低保障年金の具体的設計、所得比例年金の再
構成、非正規労働者への年金適用、年金制度管
理・運営体制の抜本的見直し 

・ 雇用機会をめぐる世代間対立を世代間協調に
転換するための具体的アイデア提示 

・ 有効な高齢者活用策の企画立案 

・ 子供の貧困問題克服のための制度設計 

・ 医療・介護をめぐる公的保険再構成のための具
体案提示 

・ 政治的実現可能性が高い財政再建策の提示 

・ 少子高齢化社会における技術革新誘導制度の
提唱と新たな投票制度の考案 
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【研究期間と研究経費】 
 平成２２年度－２６年度 
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人文・社会系 

【特別推進研究】 


